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概要 

2023 年 6 月 16 日、「LGBT 理解増進法（性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の

理解の増進に関する法律）」が、国会にて成立した。国の LGBT に理解を促す取組は始まったばかりだが、地

方公共団体や公的団体、民間企業等による取組は、国よりも先行してきた。当社は、2017 年に当時の社会環

境等をもとに LGBT に係る経営課題等についてレポートをとりまとめているが1、今回のレポートでは、2018

年前後から直近の「LGBT 理解増進法」制定までの約 5 年間における LGBT に係る議論や施策の進捗、課題等

を振り返り、これからの企業に望まれる LGBT に係る取組の参考になるようにとりまとめた。 
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1 宮本薫. ”LGBT の基本的知識と職場に望まれる対応 無配慮のハラスメントを防ぐために”. SOMPO リスクマネジメン

ト, https://image.sompo-rc.co.jp/reports_org/r156.pdf,（アクセス日：2023-9-19）なお、最近では、LGBT よりも

LGBTQ＋と称される機会が増えている。本レポートでは、これより以降、LGBT ではなく、LGBTQ＋と称する（定義等は本

文中にて後述する）。 
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1. LGBTQ＋の理解の現状  

企業が LGBTQ＋に係る取組を社内に進めていくにあたって、現在の社会一般の動向や、他企業がどのよう

な取組を実施しているのかを知ることが望ましい。現在を知ることは、自社がどのような取組を、どの程度

のレベルで実施すべきか等の目標を設定することにつながる。ここでは、LGBTQ＋の浸透状況や、国内外の政

治・行政分野の取組状況等を概括する。 

1.1. LGBTQ＋とは 

ダイバーシティ＆インクルージョン領域の調査・分析、ソリューション開発を専門とする組織「電通ダイ

バーシティ・ラボ」の調査2によると、「LGBT（レズビアン（L）、ゲイ（G）、バイセクシャル（B）、トランスジ

ェンダー（T））」という言葉の浸透率は、2015 年時点では 37.6％だったが、2018 年時点では 68.5％、2020 年

時点では 80.1％に増加した。「LGBT」という言葉は、広く浸透しているといえる。他方、「LGBT」以外の多様

なセクシュアリティ（Q＋）の存在についての認知度はいまだ低く、約 8 割が言葉自体を聞いたことがないと

回答している。 

ここでいう「Q」とは、自身の性自認3や性的指向4が定まっていない、もしくは意図的に定めていない「ク

エスチョニング（Questioning）」と言われる当事者と、L、G、B、Tのカテゴリーに当てはまらない、性的指

向や性自認が非典型的である当事者全般を指す「クィア（Queer）」を意味する。最後の「＋」には、これら以

外にも多様な性があるという包括的な意味が含められている5。 

1.2. LGBTQ＋に関わる国内外の動向 

1.2.1. 国際的な動向 

性的指向に関する法律は、国・地域によって異なる。認定 NPO 法人虹色ダイバーシティが作成する「性的

指向に関する世界地図」によると、2020 年 1 月時点では、同性間の婚姻を認める国は 29 カ国だった。3年間

で同性間の婚姻を認める国は 5 カ国増え、2023 年 2 月時点で同性間の婚姻を認める国は 34 カ国となった。

婚姻とほぼ同等の代替制度が存在する国は 30 カ国であった6。なお、アジア地域では、台湾が 2019 年 5 月に

                              
2 電通ダイバーシティ・ラボ. “電通、「LGBTQ+調査 2020」を実施”. 電通,  

https://www.dentsu.co.jp/news/release/2021/0408-010364.html,（アクセス日：2023-9-11） 
3 性自認とは、自己の性別についての認識のこと。生物学的・身体的な性、出生時の戸籍上の性と性自認が一致しない

人を「トランスジェンダー」という。生物学的な性が男性で性自認が女性、生物学的な性が女性で性自認が男性といっ

た場合がある。また、身体的な性に違和感を持つ人もいる。この状態に関して医学的には「性同一性障害」と診断され

る場合がある。「性自認」は「性同一性」といわれることもある。（厚生労働省 都道府県労働局. “多様な人材が活躍で

きる職場環境づくりに向けて～性的マイノリティに関する企業の取り組み事例のご案内～”. 厚生労働省, 

https://www.mhlw.go.jp/content/000808159.pdf, （アクセス日：2023-9-19）） 
4 性的指向とは、恋愛または性愛がいずれの性別を対象とするかということ。人によって、性的指向のあり方は様々で

ある。自身と異なる性別の人を好きになる人（男性が女性を好きになること、女性が男性を好きになること）、自分と同

じ性別の人を好きになる人（男性が男性を好きになること、女性が女性を好きになること）、相手の性別を意識せずにそ

の人を好きになる人などがいる。また、誰にも恋愛感情や性的な感情を持たない人もいる。（厚生労働省 都道府県労働

局. “多様な人材が活躍できる職場環境づくりに向けて～性的マイノリティに関する企業の取り組み事例のご案内～”. 
厚生労働省, https://www.mhlw.go.jp/content/000808159.pdf, （アクセス日：2023-9-19）） 
5明石市「LGBTQ+/SOGIE の基礎知識」https://www.city.akashi.lg.jp/seisaku/sdgs/lgbtqsogiekiso.html（アクセス

日：2023-9-25） 
6 認定 NPO 法人虹色ダイバーシティ, Marriage for all Japan. “性的指向に関する世界地図（2020 年 1 月時点）. 

Marriage For All Japan,  https://www.marriageforall.jp/wp-

content/themes/mfaj/supporter/pdf/marriagemap.pdf,（アクセス日：2023-9-11）、並びに認定 NPO 法人虹色ダイバー

シティ. “性的指向に関する世界地図（2023 年 2 月時点）, NIJI BRIDGE, https://nijibridge.jp/data/1267/,（アク

セス日：2023-9-11） 
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同性婚を合法化する法案を可決しており、アジア地域で同性婚が認められた初の事例となった7。 

他方、同性間の関係を犯罪とみなす国・地域も存在する。同性間の関係に死刑を適用する国は 12 カ国ある。

例えば、ウガンダでは 2023 年 5 月に、世界で最も厳しい内容を含むといわれる「反 LGBTQ 法」が発効され

た。複数回の法律違反やエイズウイルス（HIV）感染者の同性と関係を結ぶ行為などの「悪質な同性愛」に対

しては死刑が適用される。ほかにも、同性愛を「促進」する行為に対しては禁錮 20 年が科されるという8。ま

た、同性間の関係を犯罪とするわけではないが、承認しない国・地域も存在する9。 

1.2.2. 国内の動向 

国レベルでは、「性的指向やジェンダーアイデンティティを理由とする不当な差別はあってはならない」と

して、LGBTQ＋の当事者への理解を増進する施策を進めるため、「LGBT 理解増進法」が 2023 年 6 月に施行さ

れたばかりである。当該法律に基づいて、性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解増進連絡会議が設置

され、性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解増進連絡会議（第 1 回）が 2023 年 8 月 9日に開催された

ところである10。当該法律の元となるものは、超党派の議員連盟が 2021 年にまとめていたが、「差別は許され

ない」という文言の解釈をめぐって、これまで国会提出に至らなかったという経緯がある11。 

一方、地方公共団体レベルでは、例えば東京都は、東京オリンピック・パラリンピックの開催に先立ち、

オリンピック憲章に沿うように、LGBT 等の当事者への差別を禁止する条例（「東京都オリンピック憲章にう

たわれる人権尊重の理念の実現を目指す条例」）を 2018 年 10 月に制定した後、基本計画等を策定して、当事

者の権利保護や当事者の理解を促す施策を実施している。 

また、2015 年 11 月に渋谷区と世田谷区で初めて導入された「パートナーシップ制度」が、着実に広まって

いる。これは、同性同士の婚姻が法的に認められていない日本で、地方公共団体が独自に LGBTQ＋カップルに

対し、「結婚に相当する関係」とする証明書を発行し、様々な行政サービスや社会的配慮等を受けやすくする

ものである12。 

本制度を導入した地方公共団体数は、2016 年末には 5件だったが、2019 年末は 31 件、2020 年末は 67 件、

2021 年末は 141 件、2022 年末は 251 件、2023 年 4 月時点では 278 件と右肩上がりで増加している13。なお、

2023 年 5 月の調査では、当該制度の人口カバー率が 70.9％となっている（図 1）。これは、日本に住んでいる

                              
7 日本経済新聞. “台湾、同性婚を合法化 アジア初”. 日本経済新聞, 

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO44934760X10C19A5FF8000/,（アクセス日：2023-9-11） 
8 日本経済新聞. “性的少数者制限法が成立 ウガンダ、最高死刑も”. 日本経済新聞, 

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGR29B5F0Z20C23A5000000/ ,（アクセス日：2023-9-11） 
9 認定 NPO 法人虹色ダイバーシティ. “性的指向に関する世界地図（2023 年 2 月時点）, NIJI BRIDGE, 

https://nijibridge.jp/data/1267/,（アクセス日：2023-9-11） 
10 内閣府. “性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解増進 内閣府-政策調整”. 内閣府, 

https://www8.cao.go.jp/rikaizoshin/index.html,（アクセス日：2023-9-26） 
11 2021 年にまとめられた超党派による LGBT 理解増進法案の目的や理念には、「性的指向及び性自認を理由とする差別は

許されない」という表現が盛り込まれていた。自由民主党の法案審査では、保守系議員から「差別の内容が曖昧すぎ

る」「許されないと明記すれば訴訟が乱発されかねない」等と異論が相次ぎ、最終的に了承されず、国会提出が見送られ

た。（東京新聞 TOKYO Web2023 年 4 月 26 日. “LGBT 法案、対象狭める方向で調整 「差別は許されない」→「不当な差

別は許されない」に 自民・保守派の異論で理念後退”. 東京新聞 TOKYO Web, https://www.tokyo-

np.co.jp/article/246260,（アクセス日：2023-9-8）、並びに東京新聞 TOKYO Web 2021 年 6 月 1日. “自民に大幅譲歩し

たのに自民がつぶす LGBT 法案 保守派の抵抗激しく…今国会の提出断念” https://www.tokyo-
np.co.jp/article/107787, （アクセス日：2023-9-25） 
12 みんなのパートナーシップ制度. “パートナーシップ制度について”. みんなのパートナーシップ制度, 

https://minnano-partnership.com/partnership/about,（アクセス日：2023-9-4） 
13 みんなのパートナーシップ制度. “データで見るパートナーシップ制度”. みんなのパートナーシップ制

度,https://minnano-partnership.com/partnership/graph,（アクセス日：2023-9-4） 
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人口の 70.9％の人が、既にパートナーシップ制度のある地方公共団体に住んでいることを示している。 

 

図 1 パートナーシップ導入自治体数（令和 5年度第 1回調査（5月 31 日時点））14 

 

最近では、「結婚に相当する関係」から一歩進んで、LGBTQ＋カップルとともに暮らす子ども等も含めて「家

族」と認める「ファミリーシップ制度」を導入する地方公共団体が増えつつある15。法的な効力はないが、フ

ァミリーシップの証明書をもつ家族は、当該制度を導入した地方公共団体内の保育施設や医療機関等におい

て、行政サービスの一部を受けることができる。 

2. 企業に望まれるこれからの LGBTQ＋施策 

国内の政治・行政分野では、パートナーシップ制度に代表されるように、LGBTQ＋当事者の人権を尊重し、

生活環境に関する制度を着実に整備していることが見て取れる。本章では、当事者の生活環境が整っていく

中で、企業は、どのような取組を、どの程度実施しているのか、また、これから企業に望まれる取組課題は

何か等について触れる。 

                              
14 渋谷区、認定 NPO 法人虹色ダイバーシティ. “渋谷区・虹色ダイバーシティ全国パートナーシップ制度共同調査”. 渋
谷区, 

https://files.city.shibuya.tokyo.jp/assets/12995aba8b194961be709ba879857f70/90eee0e763c2455692e6233ada48eb

8a/20230628_infographic.pdf,（アクセス日：2023-9-26） 
15 2021 年 1 月に兵庫県明石市が初めて導入したと言われる。明石市の「パートナーシップ・ファミリーシップ制度」で

は、LGBTQ＋のカップルのみではなく、結婚によって姓が変わることに躊躇し、あるいは遺産相続の関係で結婚に進みづ

らい異性カップル等も、当該制度の対象として案内している。（明石市. “明石市パートナーシップ・ファミリーシップ

制度”. 明石市, https://www.city.akashi.lg.jp/seisaku/sdgs/partnershipfamilyship.html,（アクセス日：2023-8-

9）愛知県は 2023 年 8 月、対象者を「すべてのカップル（同性・異性を問わない）および生計を同一とする子供等の家

族」とするファミリーシップ制度の導入の検討を開始すると発表した。LGBTQ＋カップルだけを対象者とした制度にする

と、証明書を持っていることが、望まないカミングアウトにつながる恐れがあるためである。（愛知県. “【知事会見】

ファミリーシップ制度の導入に向けた検討を開始します“, https://www.pref.aichi.jp/press-release/20230807.html,
（アクセス日：2023-8-29） 
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2.1. LGBTQ＋に係る企業の取組状況 

企業の取組状況について、企業規模によって差がみられる。認定 NPO 法人「虹色ダイバーシティ」は、職

場の「LGBT 施策」について調査16を行っている。その結果を 2018 年～2020 年の期間で経年比較をすると、「大

企業」では「LGBT 施策」があるとした企業が増えている。2018 年の調査では、「LGBT 施策」がないという回

答が 53.0％、「LGBT 施策」が 1つ以上あるという回答は全体の 47.0％だったが、2019 年の調査では「LGBT 施

策」が 1 つ以上ある企業が逆転して 55.8％、2020 年では 63.7％にまで増加している（図 2）。 

 

 

図 2 職場規模別の「LGBT 施策」（大企業）17 

 

他方、「小企業」および「中企業」では、「LGBT 施策なし」の割合は、同じ 2018 年～2020 年の調査におい

て大きく変化していない。「中企業」では「LGBT 施策なし」という回答が全体の約 7割を占めている。「小企

業」では「LGBT 施策なし」という回答が全体の約 8割を占める（図 3）。 

 

 

                              
16 当該調査の言う「LGBT 施策」とは、職場での性的マイノリティに関する研修、差別の禁止の明文化、相談窓口の設

置、福利厚生での同性パートナーの配偶者扱い、経営層の支援宣言、ステッカーなど啓発グッズの配布、トランスジェ

ンダーの従業員へのサポート、性的マイノリティと支援者(アライ)による職場内グループの運営、研修以外の職場内の

啓発イベント(映画鑑賞会など)、職場外の性的マイノリティに関するイベントへの協賛、LGBT 市場向けのサービスや商

品の提供、その他 である。 
17 村木真紀・平森大規・三上純・山脇圭（2021）. ”職場の LGBT 白書－やるべき事は、まだまだある～深刻なハラスメ

ントと変化の兆し～」アンケート調査 niji VOICE 2018, 2019, 2020 に寄せられた 7,162 名の声から」認定 NPO 法人虹

色ダイバーシティ編”. NIJI BRIDGE, https://nijibridge.jp/wp-content/uploads/2021/12/nijiVOICE_WP.pdf, （アク

セス日：2023-9-11） 
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図 3 職場規模別の「LGBT 施策」（中企業及び小企業）18 

 

上記の調査の他に、企業が取り組む LGBTQ＋施策の個別具体的な事例を知るにあたって目安となるものの

ひとつに、「PRIDE 指標」がある。これは、日本の企業内で LGBTQ＋の当事者が自分らしく働ける職場づくり

を進めるための情報の提供等を目的として設立された一般社団法人「work with Pride（wwP）」が策定した、

企業等の LGBTQ+に対する取組を評価する指標である19。表 1 は、「PRIDE 指標」の抜粋であり、どのような取

組が望ましいかを知る参考になる。 

wwP のみならず、地方公共団体の中にも、「LGBT フレンドリー企業」を認定する制度を実施しているところ

もある20。これからさらに LGBTQ＋施策に取り組もうとする企業は、これらの情報をもとに、どのような業種、

規模の企業が、どのような施策をどの程度実施して評価されているのか、自社との類似性等を鑑みて、取り

組む際の参考にされたい。 

 

 

表 1 PRIDE 指標（抜粋）21 

評価指標 評価項目 

1. Policy:⾏動宣⾔ (1) 会社として LGBTQ+、または SOGI に関する⽅針（差別禁⽌等）を明
⽂化し、インターネット等で社外に向けて広く公開している。 

(2) ⽅針に性的指向・性⾃認という⾔葉が含まれている。 

(3) ⽅針に性表現という⾔葉が含まれている。 

(4) 従業員に対する姿勢として⽅針を定め、社外に向けて公開してい
る。 

(5) 従業員に求める⾏動として⽅針を定め、社外に向けて公開してい
る。 

他、全 9 項目 

                              
18 前掲脚注 17 に同じ。 
19 一般社団法人 work with Pride. “「PRIDE 指標」全文”. 一般社団法人 work with Pride, 

https://workwithpride.jp/pride-i/detail/,（アクセス日：2023-8-23） 
20 例えば「大阪市 LGBT リーディングカンパニー」認証制度 （大阪市. “「大阪市 LGBT リーディングカンパニー」認

証の申請を受け付けています”. 大阪市, https://www.city.osaka.lg.jp/shimin/page/0000457206.html,（アクセス

日：2023-8-23））、 

札幌市 LGBT フレンドリー指標制度（札幌市. “札幌市 LGBT フレンドリー指標制度”. 札幌市, 

https://www.city.sapporo.jp/shimin/danjo/lgbt/sihyo.html, （アクセス日：2023-8-23））、 

春日井市 LGBTQ フレンドリー企業登録（春日井市. “LGBTQ フレンドリー企業に登録しませんか”. 春日井市, 

https://www.city.kasugai.lg.jp/shisei/sankaku/danjo/1028819.html, （アクセス日：2023-8-23）） 
21 前掲脚注 19 に同じ。 
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2. Representation: 

当事者コミュニティ 

(1) LGBTQ+や SOGI に関する意⾒交換等ができる社内のコミュニティが
ある。 

(2) 従業員が主体となって LGBTQ+や SOGI に関する活動ができる社内
のコミュニティがある（ERG(Employee Resource Group)等）。 

(3) アライを増やす、もしくは顕在化するための取組みを研修以外で実
施している（アライであることを表明することの推奨等）。 

(4) 社内外を問わず、当事者が性的指向または性⾃認に関連した相談を
することができると明⽰された窓⼝を設け、社内に向けて公開して
いる。 

(5) 無記名の意識調査（従業員意識調査やエンゲージメント調査等）で
LGBTQ+当事者従業員の存在や、意⾒・要望等をプライバシーに配慮
した形で把握できるようにしている。 

他、全 6 項目 

3. Inspiration:啓発活動 (1) 全従業員を対象とした研修。 

(2) ⾯接官やリクルーター、採⽤担当者を対象とした研修。 

(3) ⼈事担当者を対象とした研修。 

(4) 管理職を対象とした研修。 

(5) 経営層を対象とした研修。 

他、全 16 項目 

4. Development: 

⼈事制度、プログラム 

(1) 休暇・休職（結婚、出産、育児（パートナーの⼦も含む）、家族の看
護、介護（パートナーおよびパートナーの家族も含む）等）。 

(2) ⽀給⾦（慶事祝い⾦、弔事⾒舞⾦、出産祝い⾦、家族⼿当、家賃補
助等）。 

(3) 赴任（赴任⼿当、移転費、赴任休暇、語学学習補助等）。 

(4) その他福利厚⽣（社宅、ファミリーデー、家族割、保養所等）。 

(5) 会社独⾃の遺族年⾦、団体⽣命保険の受け取り⼈に同性パートナー
を指定できる。 

他、全 21 項目 

5.Engagement/Empowerment: 

社会貢献・渉外活動 

(1) LGBTQ＋や SOGI に関する社会の理解を促進するための社外の⼈も参
加可能なイベントの主催、共催。 

(2) LGBTQ＋や SOGI に関する社会の理解を促進するための活動への協
賛、出展（LGBTQ＋に関するパレード、イベント、映画等のコンテン
ツやコミュニティスペース等）。 

(3) LGBTQ＋や SOGI に関する社会の理解を促進するために活動している
団体への寄付や助成⾦による⽀援。 

(4) LGBTQ＋学⽣、および求職者向けの就職説明会、セミナー、イベント
等の主催、共催、協賛。 

(5) 社外で開催される LGBTQ＋関連イベントへの社員参加の呼びかけお
よびイベントの周知。 

他、全 10 項目 

 

2.2. LGBTQ＋施策に取り組むためのこれからの課題 

2.2.1. 「人」の課題：LGBTQ＋を正しく理解するための教育研修の実施 

「LGBT 理解増進法」の制定にあたり、SNS 等では、「LGBT 理解増進法が可決すると女子トイレが使えなくな

るかもしれない」「女性と自認する男性が女子風呂や女子トイレに入ってくるかもしれない」等の意見が散見

され、法整備が拙速ではないかという指摘もあった22。また、2023 年 7 月には経済産業省のトランスジェン

ダー職員に対する“女性トイレの使用制限”訴訟が、最高裁にて違法と判決されたこともあって、LGBTQ＋当

事者への配慮の在り方について、社会的な混乱が懸念されている23。 

                              
22 例えば読売新聞社説「LGBT 法案 首相と自民の見識が問われる」2023 年（令和 5年）6月 13 日。 
23 例えば読売新聞社説「トイレ制限訴訟 判決の拡大解釈避けるべきだ」2023 年（令和 5年）7月 12 日。 
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企業に望まれる施策は、役職員がこうした混乱に影響されることがないように、まずは LGBTQ＋とは何か、

そもそも「性」とはどういうことか等の基礎知識に係る教育・研修を行うことである。そして、できるだけ

具体的な事例を盛り込んだ教育・研修が望ましい。例えば、LGBTQ＋とは、性自認や性的指向等の組み合わせ

であり、議論を呼んだ「女子トイレの使用」は、全ての LGBTQ＋の当事者が直面する悩みではない。主に性自

認に悩むトランスジェンダー（「T」、心と体の不一致）の当事者が直面している課題である一方で、トランス

ジェンダーであっても、体と一致するトイレの使用を受け入れて社会生活を送っている当事者もいる。正し

い知識が、役職員間の偏見を減らし、お互いの人格や尊厳を認め合う職場につながるだろう。 

 

2.2.2. 「組織」の課題：当事者が存在することを前提にした職場環境づくり 

パートナーシップ制度の普及に伴い、LGBTQ＋当事者同士のカップルが、地方公共団体や民間企業の各種サ

ービス（家族として公営住宅への入居や保険金の受取等）を享受できる社会環境が着実に整えられつつある。

それに伴って、企業においても、LGBTQ＋の当事者である役職員に対し、例えば家族手当等の福利厚生を制度

的に準備することが望ましい。しかし、企業の中には、LGBTQ＋の当事者が社内にいるかどうか分からず、ど

んな要望があるのかも分からないため、施策を実施しにくいという意見が見受けられる。LGBTQ＋の当事者は、

望まないカミングアウトを恐れて社内で声をあげにくいためと考えられる。 

こうした状況を乗り越える考え方のひとつは、LGBTQ＋の当事者のカミングアウトを待たないことである。

具体的には、社内には LGBTQ＋の当事者がいると想定して、自社ができる範囲で、先に先に施策を実施してい

くことである。そのためには、まず人権や多様性等に関する経営者のメッセージを継続的に発信するととも

に、LGBTQ＋の当事者も含めた、一人ひとりの役職員の事情（育児、介護、持病の有無等）等に応じた、柔軟

な福利厚生策（例：家族手当、住宅手当、在宅勤務や家族を伴う転勤等の規則等）を導入することが望まし

い。このことが、結果として、LGBTQ＋の当事者も相談しやすい、安心して働くことができる職場環境づくり

につながるだろう。 

 

3. おわりに 

LGBTQ＋の当事者等に係る理解は、人々の間に着実に広がりをみせ、当事者を尊重した行政の生活サポート

等の環境整備も、地方レベルから広がっている。一方、LGBTQ＋に係る企業の取組は、大企業が進んでいるも

のの、中小企業では遅れが見られる。LGBTQ＋に係る取組を、一度にすべてを完璧に導入しなくとも構わない。

まずは、役職員向けに LGBTQ＋に係る意識啓発を狙いとする研修の実施や、多様な人材が働きやすい勤務制

度等の導入のように、取り組みやすいものから始めることが望ましい。そうすることによって、LGBTQ＋の当

事者のみにとどまらない、多様な個が生かされて付加価値を高めていく「ダイバーシティ経営」につながる

だろう。 

 

参考文献 

愛知県. “【知事会見】ファミリーシップ制度の導入に向けた検討を開始します“, https://www.pref.aichi.jp/press-

release/20230807.html,（アクセス日：2023-8-29） 

明石市. “明石市パートナーシップ・ファミリーシップ制度”. 明石市,  



損保ジャパン RM レポート ｜ Issue 245 ｜ 2023 年 10 月 11 日 

Copyright © 2023 Sompo Risk Management Inc. All rights reserved. ｜ 9 

https://www.city.akashi.lg.jp/seisaku/sdgs/partnershipfamilyship.html,（アクセス日：2023-8-9） 

明石市「LGBTQ+/SOGIE の基礎知識」https://www.city.akashi.lg.jp/seisaku/sdgs/lgbtqsogiekiso.html（アクセス日：

2023-9-25） 

一般社団法人 work with Pride. “「PRIDE 指標」全文”. 一般社団法人 work with Pride, 

 https://workwithpride.jp/pride-i/detail/,（アクセス日：2023-8-23） 

大阪市. “「大阪市 LGBT リーディングカンパニー」認証の申請を受け付けています”. 大阪市,  

https://www.city.osaka.lg.jp/shimin/page/0000457206.html,（アクセス日：2023-8-23） 

春日井市 LGBTQ フレンドリー企業登録（春日井市. “LGBTQ フレンドリー企業に登録しませんか”. 春日井市,  

https://www.city.kasugai.lg.jp/shisei/sankaku/danjo/1028819.html, （アクセス日：2023-8-23）） 

厚生労働省.令和元年度厚生労働省委託事業 職場におけるダイバーシティ推進事業 報告書.令和 2年 3月 

厚生労働省 都道府県労働局. “多様な人材が活躍できる職場環境づくりに向けて～性的マイノリティに関する企業の

取り組み事例のご案内～”. 厚生労働省, https://www.mhlw.go.jp/content/000808159.pdf, （アクセス日：2023-9-

19） 

札幌市 LGBT フレンドリー指標制度（札幌市. “札幌市 LGBT フレンドリー指標制度”. 札幌市,  

https://www.city.sapporo.jp/shimin/danjo/lgbt/sihyo.html, （アクセス日：2023-8-23） 

渋谷区、認定 NPO法人虹色ダイバーシティ. “渋谷区・虹色ダイバーシティ全国パートナーシップ制度共同調査”. 渋谷区,  

https://files.city.shibuya.tokyo.jp/assets/12995aba8b194961be709ba879857f70/90eee0e763c2455692e6233ada48e

b8a/20230628_infographic.pdf,（アクセス日：2023-9-26） 

電通ダイバーシティ・ラボ. “電通、「LGBTQ+調査 2020」を実施”. 電通,  

 https://www.dentsu.co.jp/news/release/2021/0408-010364.html,（アクセス日：2023-9-11） 

東京新聞 TOKYO Web, 2023 年 4 月 26 日. “LGBT 法案、対象狭める方向で調整 「差別は許されない」→「不当な差別は

許されない」に 自民・保守派の異論で理念後退”.  

東京新聞 TOKYO Web, https://www.tokyo-np.co.jp/article/246260,（アクセス日：2023-9-8）、並びに東京新聞 TOKYO 

Web 2021 年 6 月 1日. “自民に大幅譲歩したのに自民がつぶす LGBT 法案 保守派の抵抗激しく…今国会の提出断念” 

https://www.tokyo-np.co.jp/article/107787, （アクセス日：2023-9-25） 

内閣府. “性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解増進 内閣府-政策調整”. 内閣府,  

https://www8.cao.go.jp/rikaizoshin/index.html,（アクセス日：2023-9-26） 

日本経済新聞. “台湾、同性婚を合法化 アジア初”. 日本経済新聞,  

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO44934760X10C19A5FF8000/,（アクセス日：2023-9-11） 

日本経済新聞. “性的少数者制限法が成立 ウガンダ、最高死刑も”. 日本経済新聞,  

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGR29B5F0Z20C23A5000000/ ,（アクセス日：2023-9-11） 

認定 NPO 法人虹色ダイバーシティ, Marriage for all Japan. “性的指向に関する世界地図（2020 年 1 月時点）. Marriage 

For All Japan,  https://www.marriageforall.jp/wp-content/themes/mfaj/supporter/pdf/marriagemap.pdf,（アク

セス日：2023-9-11） 

認定 NPO 法人虹色ダイバーシティ. “性的指向に関する世界地図（2023 年 2 月時点）, NIJI BRIDGE,  

https://nijibridge.jp/data/1267/,（アクセス日：2023-9-11） 

宮本薫. LGBT の基本的知識と職場に望まれる対応 無配慮のハラスメントを防ぐために. 損保ジャパン日本興亜 RM レポ

ート 156. 2017 年 2 月 22 日 

みんなのパートナーシップ制度. “パートナーシップ制度について”. みんなのパートナーシップ制度,  

https://minnano-partnership.com/partnership/about,（アクセス日：2023-9-4） 

みんなのパートナーシップ制度. “データで見るパートナーシップ制度”. みんなのパートナーシップ制度, 

https://minnano-partnership.com/partnership/graph,（アクセス日：2023-9-4） 

村木真紀・平森大規・三上純・山脇圭. 2021.「職場の LGBT 白書－やるべき事は、まだまだある～深刻なハラスメントと

変化の兆し～」アンケート調査 niji VOICE 2018, 2019, 2020 に寄せられた 7,162 名の声から」認定 NPO 法人虹色ダ

イバーシティ編 

読売新聞社説「LGBT 法案 首相と自民の見識が問われる」2023 年（令和 5年）6月 13 日 

読売新聞社説「トイレ制限訴訟 判決の拡大解釈避けるべきだ」2023 年（令和 5年）7月 12 日 



損保ジャパン RM レポート ｜ Issue 245 ｜ 2023 年 10 月 11 日 

Copyright © 2023 Sompo Risk Management Inc. All rights reserved. ｜ 10 

執筆者紹介  

宮本 薫 Kaoru Miyamoto 

リスクマネジメント事業本部 

医療・介護コンサルティング部 兼 コーポレート・リスクコンサルティング部 

上席コンサルタント 米国公認会計士 

リスクマネジメント及び業務継続（BCP）体制構築、コミュニケーションスキル向上支援などに従事。 

 

宮下 恵輔 Keisuke Miyashita 

リスクマネジメント事業本部 コーポレート・リスクコンサルティング部 

コンサルタント 

企業の人的資本経営推進支援やビジネスと人権の取組支援などに従事。 

 

 ＳＯＭＰＯリスクマネジメントについて  

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社は、損害保険ジャパン株式会社を中核とするＳＯＭＰＯホールディング

スのグループ会社です。「リスクマネジメント事業」「サイバーセキュリティ事業」を展開し、全社的リスクマネジメント

（ERM）、事業継続（BCM・BCP）、サイバー攻撃対策などのソリューション・サービスを提供しています。 

 

 本レポートに関するお問い合わせ先  

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社 

営業企画部 広報担当 

〒160-0023 東京都新宿区西新宿 1-24-1 エステック情報ビル 

TEL：03-3349-3500 


